
１　届出の対象となる事業場外保管
　　建設工事に伴い発生する産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を含む。以下同じ。）を生ずる事業場の外において、自ら当該産業廃棄物を保管する場合（保管場所の面積が300平方メートル以上の場合に限る。）
２　届出時期

 (1)　平成23年４月１日以降新たに保管を開始する場合

　　　保管を開始する前（非常災害のために必要な応急措置として保管を行う場合は、当該保管をした日から起算して14日以内）
 (2)　平成23年４月１日時点で既に保管が行われている場合

　　　平成23年６月30日まで

３　届出先

　　保管場所の所在地を管轄する健康福祉センター（保管場所が複数ある場合は、主たる保管場所の所在地を管轄する健康福祉センター）
　　なお、主たる保管場所は、面積等で判断すること。
４　届出書類
 (1)　届出書（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則様式第２号の４又は第２号の10）
　　　所在地欄には、保管の場所のすべての地番を記載すること。
 (2)　添付書類

　　ア　保管の場所を使用する権原を有することを証する書類

　　　　保管の場所のすべての地番に係る土地の登記事項証明書（保管の場所に係る土地の所有者と申請者とが異なる場合は、賃貸借契約書等の使用権原を証する書類の写しを添付すること。）
　　イ　保管の場所の平面図
　　　　保管量の上限、保管高の上限（屋外で容器を用いずに保管する場合）、囲いの状況と表示板が分かるものとする。
　　ウ　見取図及び公図写
　　　　付近の見取図及び公図の写し（保管の場所の配置を図示したもの）を添付すること。
５　届出部数

　　各２部
６　その他

 (1)　保管場所が複数ある場合の届出は、まとめて提出することができる。その場合、届出書は、すべての保管場所の届出書記載事項を記載した別紙等を作成すること。添付書類については、保管場所ごとに必要なこと。
 (2)　届出事項を変更する場合は、事前に届け出ること（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則様式第２号の５又は第２号の11）。
 (3)　届け出た保管をやめたときは、当該保管をやめた日から30日以内に届け出ること（施行規則様式第２号の６又は第２号の12）。
 (4)　事業場外保管については、法第12条第１項の産業廃棄物処理基準が適用されること。





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































産業廃棄物の事業場外保管に関する届出について
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